
プレスリリース・ニュースリリース配信サービスのPR TIMES

2023年6月5日 10時00分

　世界中でハイブリッドワークが浸透する中、従業者の

出社を促すために、企業がより質の高いオフィスビルに

移転する傾向、すなわち『質への逃避 -Flight to quality-』

が顕著になっています。2019年に行われたCushman & 

Wake�eldの調査では、アメリカのアメニティが充実した

ビルは、周辺サブマーケットの平均的な賃料に比べ18％

のプレミアムがあることが示されています※。日本にお

いても、床面積を減らしつつ、アメニティの充実したビル

に移転する事例が増えています。このような日本のオ

フィス市場における『質への逃避』は、個々のオフィスビ

ルにどの程度の影響を与えるのでしょうか。

　今回の調査では、オフィスワーカーのオフィスビル内で

の体験に大きな影響を与える対面型のサービス施設（ラ

ウンジ、屋上テラス、託児所、フィットネスなど）を現代的な

アメニティとして定義し、これらの現代的なアメニティが

賃料と空室率に与える影響を推定しました。調査の対象

や分析に用いた変数、分析手法は図表1に示す通りです。

筑波大学 不動産・空間計量研究室※1と三幸エステート株式会社※2は、賃貸オフィスビルに関する
各種データを活用し、オフィス市場の動態や賃料水準に関する調査を共同で行っています。
本稿では、賃貸オフィスの募集情報とアメニティに関する各種データを活用して行った、
現代的なアメニティと賃料、空室率の関係に関する調査の結果を公表します。

アメニティはオフィスの賃料・稼働率に
プラス効果をもたらすか？
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※ Cushman & Wake�eld (2020) Do amenities still matter in a post-COVID-19 world? The Edge Magazine, Volume 7, pp 26-31.

【図表1】 調査概要

データ出所 三幸エステート
対象エリア 東京都-東京都心5区
対象期間 2015年第1四半期～2022年第4四半期
対象ビル 1フロア面積200坪以上、延床面積3,000坪

以上の一棟貸し等を除く標準的な賃貸オ
フィスビル　375棟（10,138件）

賃料情報 募集賃料（共益費込み）
コントロール数変 築年数、駅徒歩時間、地上階数、1フロア面

積、耐震性能、環境認証、飲食店数、周辺貸
付面積、路線数など

分析手法 傾向スコアマッチング

※1 所在：茨城県つくば市、主宰：堤盛人 教授　※ 2本社：東京都中央区、取締役社長：武井重夫
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【図表2】 現代的なアメニティのプラス効果 【図表3】 現代的なアメニティのプラス効果の経年変化

　2015年から2022年までの全期間を通じた推定の結果、

現代的なアメニティがあるビルは、現代的なアメニティ

がないビルに比べ、賃料が6.5%高く、空室率が0.8ポイン

ト低いことが明らかになりました【図表2】。

　さらに、年ごとに同様の推定を行うと、賃料に対する影

響は2019年を除く7時点で有意であり、市況に大きく左

右されず、4.5~7.6%程度のプラス効果があることが分

かりました【図表3】。なお、2019年については、空室率

が極端に低く、賃料が高騰していた時期であったことか

ら、現代的なアメニティの有無が賃料の差別化要因とし

て機能していなかった可能性があります。

　 空 室 率に 対 する影 響は、

2019年までは有意ではないの

に対し、コロナ禍以降は現代的

なアメニティの有無による乖

離が顕在化し、2022年には2.3

ポイントにまで増大しました。

これは、コロナ禍における空室率の上昇トレンドの中で、

現代的なアメニティのあるビルが、より企業に選ばれて

いる傾向を示しています。空室率の乖離は稼働率の乖離

と同義であり、これらの結果は、稼働率に対するプラス効

果を示しています。この結果から、『質への逃避』が個々

のオフィスビルの賃料と稼働率に影響を及ぼしているこ

とが明らかになりました。

　現代的なアメニティの有無による賃料と稼働率の双方

に対するプラス効果は個々のオフィスビルの賃料収入に大

きな影響を及ぼします。さらに、『質への逃避』が今後より

顕著になるのであれば、賃料や稼働率に対する現代的なア

メニティのプラス効果もさらに増大し、現代的なアメニティ

の有無による市場の二極化が進むことが考えられます。
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